
７ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分 総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成25年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成26年度 
37,866,776

千円

△4,131,327

千円

9,209,894

千円
24.3％ 15.9％

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 667,675 千円を含みません。 

区 分 職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

(参考) 

政令指定都市平均

一人当たり給与費

給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 

Ｂ 

平成26年度 577人 
2,326,998

千円

1,060,723

千円 

699,779

千円 

4,087,500

千円

7,084

千円

6,724

千円

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

イ 特記事項 

    なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

水道事業 43.8歳 390,954円 595,432円

政令指定都市平均（水道事業） 43.9歳 372,901円 559,202円

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

（注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 

水道事業 普通会計関係

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６５５，５３６円

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６３９，６６７円

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）   （0.70 月分） 

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）    （0.70 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

 (注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。      



イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分
水道事業 普通会計関係

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

支給率

勤続２０年    ２１月 ２７．６２５月    ２１月 ２７．６２５月 

勤続２５年    ３０月 ３８．０７５月    ３０月 ３８．０７５月 

勤続３５年    ４２月  ４９．５９月    ４２月   ４９．５９月 

最高限度額 ４９．５９月  ４９．５９月 ４９．５９月   ４９．５９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員

一人当たりの平均支給額

平成２６年度

２，３５２万円

平成２６年度

２，２８３万円

（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成２６年度決算） ２９３，３５９千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ５１３，４６８ 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

川崎市 １２％ ５７７人 １２％ 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在） 

支給総額（平成２６年度決算） １９，３４５千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ７５，０４８ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） ４４．５% 

手当の種類（手当数） ３種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

作業手当 給水装置センター給水管理係、北部給水管理担当及び高

津・宮前担当並びに配水工事事務所工務係、工事係及び漏

水防止係の技能職員又は業務職員が当該業務に従事したと

き(同日中に従事した作業が作業手当丙額の支給対象とな

るときを除く。）。

7,497 千円 従事した日１日につき

甲額 ３３０円

１ 水道施設管理課施設維持担当の職員、水運

用センター管理係員又は浄水場浄水係員が当

該業務に従事したとき。 

２  水道水質課の職員が水質試験又は水質検査

に従事したとき。 

３  給水装置センター給水管理係、北部給水管

理担当及び高津・宮前担当並びに配水工事事

務所工務係、工事係及び漏水防止係の技能職

員又は業務職員並びに下水道部の職員以外の

職員がずい道坑内又は大口径管内での作業に

従 事 し た とき (同 日中 に従 事 し た 作業 が 作業

手当丙額の支給対象となるときを除く。）。 

3,262 千円 従事した日１日につき

乙額 ２８０円 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

給水装置センター給水管理係、及び北部給水管理担当及び

高津・宮前担当並びに配水工事事務所工務係、工事係及び

漏水防止係の技術職員、技能職員又は業務職員が午後 10

時から午前 5時までの時間帯のうち 3時間を超えて屋外作

業に従事したとき（夜勤及び応援勤務として従事したとき

を除く。）。 

3,709 千円 従事した日１日につき

丙額 ９９０円 

（土木職の職員につい

ては６６０円） 

交替勤務手当 配水工事事務所、水運用センター及び浄水場の交替制勤務

職員 

3,355 千円 夜勤 1回につき  

９５０円 

滞納整理手当 滞納整理のため出張し業務に従事したとき。 1,520 千円 従事した日１日につき

８００円 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２６年度決算） ２５９，６３４千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ５８４，７６０  円

支給実績（平成２５年度決算） ２６７，６５６千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ４９２，９２１  円

     （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度（平成２５年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（平成 26 年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者 

15,300 円

・他の扶養親族 

6,800 円

・配偶者のない職員の

扶養親族のうち 

 1人     11,800 円

・15 歳以上 22歳未満

の加算   5,000 円 

同じ ― 90,860千円 273,060 円

住居手当 自ら居住するため

等の住宅を購入又

は借受けている職

員に支給する。 

・借家     16,500 円

（経過措置 

持家 2,500 円） 

同じ ― 37,545千円 81,756円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。

同じ ― 68,697千円 191,448 円

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時～翌

勤務１時間当たりの

給与額 

同じ ― 14,848千円 211,620 円



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（平成 26 年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

日の午前5時まで勤

務する職員に支給

する。 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間）

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額）

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。

職位に応じ、規程に定

められた76,900円～

116,000円 

同じ ― 26,166千円 1,012,860 円



(2) 工業用水道事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分 総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成25年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成26年度 
8,063,454

千円

△297,187

千円

1,739,152

千円
21.6％ 12.8％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 49,786 千円を含みません。 

区 分 職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

(参考) 

政令指定都市平均

一人当たり給与費

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成26年度 94人 
386,945

千円

167,071

千円

110,105

千円

664,121

千円

7,065

千円

6,679

千円

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

イ 特記事項 

    なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

工業用水道事業 48.9歳 399,299円 613,096円

政令指定都市平均（工業用水道事業） 45.3歳 380,346円 555,916円

 （注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 

工業用水道事業 普通会計関係

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６４４，６４３円

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６３９，６６７円

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）   （0.70 月分） 

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）    （0.70 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 



イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分
工業用水道事業 普通会計関係

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

支給率

勤続２０年    ２１月 ２７．６２５月    ２１月 ２７．６２５月 

勤続２５年    ３０月 ３８．０７５月    ３０月 ３８．０７５月 

勤続３５年    ４２月  ４９．５９月    ４２月   ４９．５９月 

最高限度額 ４９．５９月  ４９．５９月 ４９．５９月  ４９．５９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員

一人当たりの平均支給額

平成２６年度

２，２５６万円

平成２６年度

２，２８３万円

（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成２６年度決算） ４８，２９７千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）     ５１８，３８８ 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

川崎市 １２％ ９４人 １２％ 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在） 

支給総額（平成２６年度決算）                  ３，４９０千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）                   ７７，４１２ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）                    ４７．６％

手当の種類（手当数） ２種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

作業手当 配水工事事務所工務係、工事係及び漏水防止係の技能職

員又は業務職員が当該業務に従事したとき(同日中に従

事した作業が作業手当丙額の支給対象となるときを除

く。）。

215 千円 従事した日１日につき 

甲額 ３３０円 

１  水道施設管理課施設維持担当の職員、水

運用センター管理係員又は浄水場浄水係員

が当該業務に従事したとき。 

２  水道水質課の職員が水質試験又は水質検

査に従事したとき。 

３  配水工事事務所工務係、工事係及び漏水

防止係の技能職員又は業務職員並びに下水

道部の職員以外の職員がずい道坑内又は大

口 径 管 内 で の 作業 に 従事 し た と き (同 日中

に従事した作業が作業手当丙額の支給対象

となるときを除く。）。 

1,772 千円 従事した日１日につき 

乙額 ２８０円 

配水工事事務所工務係、工事係及び漏水防止係の技術職

員、技能職員又は業務職員が午後 10 時から午前 5 時ま

での時間帯のうち3時間を超えて屋外作業に従事したと

き（夜勤及び応援勤務として従事したときを除く。）。 

63 千円 従事した日１日につき 

丙額 ９９０円 

（土木職の職員につい

ては６６０円） 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

交替勤務手当 配水工事事務所、水運用センター及び浄水場の交替制勤

務職員 

1,438 千円 夜勤 1回につき 

９５０円 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２６年度決算） ３２，２００千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ５２２，８６４ 円

支給実績（平成２５年度決算） ２９，６６６千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ３６６，２４６ 円

     （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度（平成２５年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者 

15,300 円

・他の扶養親族 

6,800 円

・配偶者のない職員の

扶養親族のうち 

 1人     11,800 円

・15 歳以上 22歳未満

の加算   5,000 円 

同じ ― 9,665 千円 251,028 円

住居手当 自ら居住するため

等の住宅を購入又

は借受けている職

員に支給する。 

・借家     16,500 円

（経過措置 

持家 2,500 円）

同じ ― 4,910 千円 76,020円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。

同じ ― 12,450千円 76,020円

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時～翌

日の午前5時まで勤

務する職員に支給

する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間）

同じ ― 6,627 千円 257,352 円

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額）

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。

職位に応じ、規程に定

められた76,900円～

116,000円 

同じ ― 5,863 千円 963,816 円



(3) 下水道事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分 総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成25年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成26年度 
45,986,488

千円

△520,562

千円

3,579,307

千円
7.8％ 8.5％ 

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 721,805 千円を含みません。 

区 分 職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

(参考) 

政令指定都市平均

一人当たり給与費

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成26年度  409 人 
1,607,141

千円

725,921

千円

682,981

千円

3,016,043

千円

7,374

千円

6,874

千円

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

イ 特記事項 

    なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

下水道事業 43.9歳 376,000円 571,670円

政令指定都市平均（下水道事業） 44.6歳 375,161円 572,245円

 （注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 

下水道事業 普通会計関係

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，５９３，９７５円

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６３９，６６７円

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）   （0.70 月分） 

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）    （0.70 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 



イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分
下水道事業 普通会計関係

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

支給率

勤続２０年    ２１月 ２７．６２５月    ２１月 ２７．６２５月 

勤続２５年    ３０月 ３８．０７５月    ３０月 ３８．０７５月 

勤続３５年    ４２月  ４９．５９月    ４２月  ４９．５９月 

最高限度額 ４９．５９月  ４９．５９月 ４９．５９月  ４９．５９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。

定年・勧奨退職した職員

一人当たりの平均支給額

平成２６年度

２，２８６万円

平成２６年度

２，２８３万円

（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成２６年度決算） ２０２，７９７千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）     ４９４，９２８ 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

川崎市 １２％ ４０９人 １２％ 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在） 

支給総額（平成２６年度決算） １９，６５２千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） １１０，３５２ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） ４３．４%

手当の種類（手当数） ４種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（平成26年度決算）

左記職員に対する支給

単価 

夜間特殊業務手

当 

水処理センター（麻生水処理センターを除く。）の職

員が正規の勤務時間による勤務の全部又は一部が深

夜において行なわれる設備の保守、管理等にかかわる

緊急の対応の業務に従事したとき。

327 千円 勤務１回につき 

６５０円 

用地等折衝業務

手当 

下水道部の職員が土地の取得、処分、収用若しくは使

用、支障物等の取得、移転若しくは除去又はこれらに

伴う損失補償等のため出張して行う住民等との折衝

の業務に従事したとき。

0 千円 従事した日１日につき 

１４０円 

汚泥処理業務等

手当 

入江崎総合スラッジセンター設備係の職員が汚泥等

に接触してその処理を行う業務に従事したとき。

623 千円 従事した日１日につき 

甲額 ７５０円 

下水道水質課の職員（工場廃水指導の業務に従

事する職員を除く。）又は水処理センター、入

江崎総合スラッジセンター管理係、下水道管理

事務所若しくは下水道事務所管理課の職員が

汚泥等に接触してその処理を行なう業務又は

毒物若しくは劇物を使用した理化学試験若し

くは検査の業務に従事したとき。 

18,681 千円 従事した日１日につき 

乙額 ５００円 

危険作業手当 下水道部の職員が地上又は水面上１０メートル以上の足

場が不安定な箇所において行なう業務に従事したとき。

0千円 従事した日１日につき 

甲額３００円 



下水道水質課の職員が毒物又は劇物を使用した試験又は

検査の業務に従事したとき（同日中に従事した業務が汚

泥処理業務等手当乙額の支給の対象となるときを除

く。）。 

20 千円 従事した日１日につき 

乙額１４０円 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２６年度決算） １７１，２２２千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ４８０，３９６  円

支給実績（平成２５年度決算） １３５，０６４千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ３７６，２２２  円

     （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度（平成２５年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（平成 26 年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者 

15,300 円

・他の扶養親族 

6,800 円

・配偶者のない職員の

扶養親族のうち 

 1人     11,800 円

・15 歳以上 22歳未満

の加算   5,000 円 

同じ ― 50,146千円 246,516 円

住居手当 自ら居住するため

等の住宅を購入又

は借受けている職

員に支給する。 

・借家    16,500 円

（経過措置 

持家 2,500 円）

同じ ― 25,760千円 87,744円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,0

00 円を限度とし、両

方を加算した金額。

同じ ― 56,246千円 213,192 円

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時～翌

日の午前5時まで勤

務する職員に支給

する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間）

同じ ― 13,597千円 224,736 円

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額）

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。

職位に応じ、規程に定

められた76,900円～

116,000円 

同じ ― 32,549千円 1,017,156 円



(4) 自動車運送事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分 総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成25年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成26年度 
9,702,279

千円 

▲4,354,886

千円

4,072,718

千円

42.0

％

49.3

％

区 分 職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

(参考) 

政令指定都市平均

一人当たり給与費

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成26年度 
527

人

2,063,690

千円

1,426,369

千円

582,659

千円

4,072,718

千円

7,728

千円

7,014

千円

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

イ 特記事項 

    なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

自動車運送事業 47.7歳 388,225円 520,869円

政令指定都市平均（バス事業） 47.3歳 353,585円 579,271円

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

 （注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

（うちバス事業運転手） 

区  分 

公 務 員 民  間 参 考

平均年齢 職員数 基本給 
平均月収額

（Ａ） 

対応する民間の 

類似職種
平均年齢

平均月収額

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ

川崎市 49.3 歳 383 人 385,969円 517,842円 営業用バス運転手 48.8歳 476,300円 1.09 

政令指定都市平均 47.7 歳 439 人 344,624円 569,947円 ― ― ― ― 

区  分 

参  考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民 間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

川崎市 6,214,104円 5,715,900円 1.09 

（注１） 民間データは、「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを使用していま

す。（平成２４～２６年の３ケ年平均） 

（注２） 民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

しているものではありません。 

（注３） 平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。 



③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 

自動車運送事業 普通会計関係

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，１０５，６１５円

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６３９，６６７円

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）   （0.70 月分） 

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）    （0.70 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～ 

       １５％に相当する額

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分
自動車運送事業 普通会計関係

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

支給率

勤続２０年    ２１月 ２７．６２５月    ２１月 ２７．６２５月 

勤続２５年    ３０月 ３８．０７５月    ３０月 ３８．０７５月 

勤続３５年    ４２月  ４９．５９月    ４２月   ４９．５９月 

最高限度額 ４９．５９月  ４９．５９月 ４９．５９月   ４９．５９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員

一人当たりの平均支給額

平成２６年度

１，６９６万円

平成２６年度

２，２８３万円

（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成２６年度決算） ２６１，６６３千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ４９６，５１５ 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

川崎市 １２％ ５２７人 １２％ 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

支給総額（平成２６年度決算） １５，０３５千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ３８，３５４ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） ７４．３８%

手当の種類（手当数） １種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する支給



（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ） 単価 

中休手当 常時乗合自動車に乗務する職員 中休勤務に従事し

たとき 

15,035千円 １０分につき２５円 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２６年度決算） ９３９，８８６千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） １，８７９，７７２ 円

支給実績（平成２５年度決算） ８９１，５３４千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） １，６８２，１３９ 円

   （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度（平成２５年度）決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職 

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

扶養手当 扶養親族のある職

員に支給する。 

・配偶者 

15,300 円

・他の扶養親族 

6,800 円

・配偶者のない職員の

扶養親族のうち 

 1人     11,800 円

・15 歳以上 22歳未満

の加算   5,000 円 

同じ ― 99,457千円 195,398円

住居手当 自ら居住するため

等の住宅を購入又

は借受けている職

員に支給する。 

・借家   16,500 円

（経過措置 

持家 2,500 円） 

同じ ― 36,133千円 70,988円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその

運賃等を負担する

ことを常例とする

職員、自動車等を使

用することを常例

とする職員に支給

する。 

・交通機関を利用の場

合は 55,000 円を限

度とし運賃相当額。

・自動車等を使用の場

合は距離に応じて

2,000 円～31,600 円

・併用の場合は

55,000 円を限度と

し、両方を加算した

金額。 

同じ ― 32,620千円 63,217円

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間と

して、午後10時～翌

日の午前5時まで勤

務する職員に支給

する。 

勤務１時間当たりの

給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間）

同じ ― 24,401千円 47,288円

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額）

管理又は監督の地

位にある者に支給

する。

職位に応じて、 

76,900円～116,000円

同じ ― 17,174千円 1,073,400円



(5) 病院事業

① 職員給与費の状況

    ア 決算

区 分 総費用 

Ａ 

純損益又は実質

収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

 (参考) 

平成25年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

平成26年度 
37,884,685

千円

△7,326,914

千円

11,961,030

千円

31.6

％

37.7

％

     （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費 67,058 千円を含みません。 

区 分 職員数 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 

B/A 

(参考) 

政令指定都市平均

一人当たり給与費

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

Ｂ 

平成26年度 1,317人
4,746,798

千円

3,289,475

千円

1,917,830

千円

9,954,103

千円

7,558

千円

6,963

千円

     （注）職員手当には退職給与金を含みません。            

イ 特記事項

   なし 

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）

 職種 平均年齢 基本給 平均月収額 

病 

院 

事 

業 

医師 42.9歳 526,855円 1,650,590円

看護師 35.4歳 302,787円 540,574円

事務職員 41.4歳 395,088円 752,088円

政都 

令市 

指平 

定均 

医師 44.3歳 540,993円 1,415,398円

看護師 37.4歳 296,400円 481,078円

事務職員 42.2歳 369,260円 603,595円

（注１） 基本給は、「給料」「扶養手当」「地域手当」の合算額です。 

（注２） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 



③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 

病院事業 普通会計関係

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，４５４，３５２円

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

１，６３９，６６７円

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）   （0.70 月分） 

（平成２６年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.50 月分 

（1.45 月分）    （0.70 月分） 

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額

（加算措置の状況） 

・役職加算  ５～２０％ 

・管理職加算 管理職手当の月額又は給料月額の１０～

１５％に相当する額 

(注１)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

(注２)  普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。      

イ 退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分
病院事業 普通会計関係

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

支給率

勤続２０年    ２１月 ２７．６２５月    ２１月 ２７．６２５月 

勤続２５年    ３０月 ３８．０７５月    ３０月 ３８．０７５月 

勤続３５年    ４２月  ４９．５９月    ４２月   ４９．５９月 

最高限度額 ４９．５９月  ４９．５９月 ４９．５９月   ４９．５９月 

定年前早期退職者に対する加

算措置 
退職時給料月額を２～２０％加算する。 退職時給料月額を２～２０％加算する。 

定年・勧奨退職した職員

一人当たりの平均支給額

平成２６年度

２，２１４万円

平成２６年度

２，２８３万円

（注１）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です。 

(注２) 普通会計関係とは、一般行政部門、教育、消防を指します。 

ウ 地域手当（平成２７年４月１日現在） 

支 給 実 績（平成２６年度決算） ６１５，１３８千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ４６６，０１４ 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

川崎市 １２％（医師以外）

１５％（医師、 

    歯科医師）

1,218人 

 191人 

１２％ 



エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在） 

支給総額（平成２６年度決算） ３４８，７８１千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） ３４７，７３８ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度） ７６．２２%

手当の種類（手当数） １０種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

医務等従事手当 (1) 病院局に勤務する助産師及び看護師(准看護師

を含む。以下同じ。) 

348,781千円 月額８，０００円 

(2) 病院に勤務する栄養士、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、歯科衛生士、マッサージ師及

び視能訓練士並びに社会福祉職及び心理職の

うち医療社会事業の業務に従事する職員 

月額２，０００円 

夜間看護手当 病院に勤務する助産

師及び看護師 

正規の勤務時間の一

部又は全部が深夜に

おいて行われる看護

等の業務に従事した

とき 

勤務１回につき 

３，６００円～７，２０

０円 

感染症病原体接触

手当 

医師 感染症病棟患者の診

療の業務又は感染症

の病原体により汚染

され、又は汚染され

た疑いがある検体の

試験若しくは検査の

業務 

従事した日１日につき 

１４０円 

ただし、１回の勤務が２

暦日にわたる場合のう

ち従事した日の勤務時

間が２時間未満のとき

は、支給しない 

看護師 感染症病棟患者の看

護業務 

臨床検査技師 感染症の病原体によ

り汚染され、又は汚

染された疑いがある

検体の試験若しくは

検査の業務又は当該

試験若しくは検査に

おいて使用した器具

の洗浄の業務 

臨床工学技士 感染症病棟患者の診

療等に使用する生命

管理維持装置の操作

等の業務 

ハウスキーパー 

及び用務員 

感染症の病原体によ

り汚染され、若しく

は汚染された疑いが

ある検体の試験若し

くは検査において使

用した器具の洗浄の

業務又は感染症病棟

内の清掃若しくは感

染症病棟患者の着衣

類若しくは汚物の消

毒の業務 

精神病患者等入院業

務手当 

精神病患者等の入

院のための移送業

務に従事する者 

精神病患者等の入院

ための移送業務 

１件につき１４０円 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給

単価 

放射線接触手当 放射線を人体に照射

する業務等に従事す

る者 

放射線を人体に照射す

る業務等 

従事した日１日につき 

２５０円 

ただし、１回の勤務が２

暦日にわたる場合のう

ち従事した日の勤務時

間が２時間未満のとき

は、支給しない 

救急患者診療手当 病院に勤務する医師

又は歯科医師（以下

「医師等」という。）

（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

夜間休日（月曜日から

金曜日までの午前８時

30 分から午後５時まで

を除く時間帯をいう。

以下同じ。）における

救急の外来患者の診療

に従事したとき 

１件につき 1,000 円 

ただし、緊急入院手当が

支給されるとき、又は分

娩手当が支給されると

きは、支給しない 

緊急入院手当 (1) 病院に勤務する医師

等（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

救急の外来患者の診療

に従事し、当該診療に

係る患者の入院の指示

を行ったとき（当該患

者の緊急入院受入れ（

夜間休日における入院

の受入れをいう。以下

同じ。）が行われた場

合に限る。） 

１件につき 5,000 円 

ただし、緊急入院手当(

２)が支給されるとき、

又は分娩手当が支給さ

れるときは、支給しない

(2) 病院に勤務する医師

等（複数の医師等が従

事した場合にあって

は、主として従事した

医師等に限る。） 

緊急入院受入れを行っ

たとき 

１件につき5,000円 

ただし、分娩手当が支給

されるときは、支給しな

い 

待機手当 病院に勤務する医師

等（病院長が別に定め

る診療科等に勤務す

る医師等に限る。） 

次に掲げる区分に従

い、緊急の診療、処置

又は手術に対応するた

めに自宅等において待

機をしたとき 

ア 午後５時から翌日

の午前８時 30分まで 

イ 午前８時30分から

午後５時まで（日曜日

及び土曜日並びに休日

に限る。） 

１回につき 2,000 円 

分娩手当 病院に勤務する医師

（複数の医師が従事

した場合にあっては、

主として従事した医

師に限る。） 

分娩業務に従事したと

き 

１件につき 10,000 円 

ただし、多胎分娩の場合

は、１件とする 

管理職員診療等業務手

当 

病院に勤務する医師

等（管理職員に限る。）

正規の勤務時間外又は

休日等に診療その他の

管理者が別に定める業

務に従事したとき 

１時間につき 5,000 円 



オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２６年度決算） １，２１０，０３０千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） １，１０２，０３１ 円

支給実績（平成２５年度決算） １，１６７，８１６千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） １，１２５，０６３ 円

      （注１） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

（注２） 職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度（平成

２５年度）決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度

上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含み

ます。 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在） 

手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

初任給 

調整手当 

採用による欠員の補

充が困難と認められ

る職で川崎市病院局

企業職員初任給調整

手当支給規程に定め

る者に支給する。 

208,900 円の範囲内 異なる 期間及

び月額 

587,522 千円 3,125,119 円

扶養手当 扶養親族のある職員

に支給する。 

・配偶者 

15,300 円

・他の扶養親族 

6,800 円

・配偶者のない職員の扶

養親族のうち 

 1 人       11,800 円

・15 歳以上 22 歳未満の

加算      5,000 円 

同じ ― 68,903千円 237,598円

住居手当 自ら居住するため等

の住宅を購入又は借

受けている職員に支

給する。 

・借家      16,500 円 

（経過措置

持家 2,500 円）

同じ ― 92,712千円 124,614円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用しその運

賃等を負担すること

を常例とする職員、

自動車等を使用する

ことを常例とする職

員に支給する。 

・交通機関を利用の場合

は 55,000 円を限度とし

運賃相当額。 

・自動車等を使用の場合

は距離に応じて 

2,000 円～31,600 円 

・併用の場合は 55,000 円

を限度とし、両方を加算

した金額。 

同じ ― 142,609千円 120,651円

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間とし

て、午後10時から翌

日の午前5時までの

間に勤務する職員に

支給する。 

勤務１時間当たりの給与額 

×100分の25 

×勤務時間（実働時間）

同じ ― 121,222千円 181,199円



手当名 内容（支給対象等） 手当額又は支給率 
一般行政職

との異同 

異なる 

内容 

支給実績 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（ 平 成 2 6 年 度 決 算 ）

宿日直 

手当 

宿日直をした場合に

支給する。 

・勤務１回につき 

6,000 円

・5時間以下の勤務は 

3,000 円

同じ ― 7,066千円 201,909円

管理職手当

（国では

俸給の特

別調整額）

管理又は監督の地位

にある者に支給す

る。

職位に応じて、 

76,900円～145,100円 

同じ ― 61,342千円 1,115,324円

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当の支給を

受けている職員が、

週休日等に臨時又は

緊急の必要等により

勤務した場合に支給

する。 

役職・勤務時間等に応じて

8,000 円～12,000 円 

（ただし、勤務時間が4

時間以下の場合は 

その金額に100分の50を、

6時間を超える場合は100

分の150を乗じて得た額）

同じ ― 0千円 0円


